
1 
 

目標設定について（案） 

 

＜一般廃棄物＞ 

 

１ 現計画の目標達成状況について 

・排出量は削減が進み、平成２２年度実績の３４６万トンから平成２６年度実績は３１８万ト

ンとなっており、国の基本方針の目標である「平成１９年度から５％削減」を達成している。

しかしながら、現計画の平成２７年度目標の２８２万トンには達していない。 

・生活系の排出量は、府民・事業者のごみを出さない取組みの進展により削減し、平成２７年

度目標の１８３万トンに対し、平成２６年度実績は１８９万トンとなっている。 

平成２２年度から平成２６年度まで毎年３万トン減少しており、このまま取組みが続くと、

排出量の平成２７年度目標のうち、生活系の排出量の１８３万トンに近いものになると考え

ている。 

・事業系の排出量は、併せ産廃の搬入禁止や展開検査の強化等により削減が進んだものの、平

成２６年度実績は１２９万トンであり、排出量の平成２７年度目標のうち、事業系ごみ排出

量の９９万トンより多くなっている。 

・再生利用量は、紙類の生産量の減少に伴う回収量の減少や、缶の軽量化といった社会情勢の

変化により、横ばいであった。また、再生利用率は、平成２２年度実績より上昇したものの、

平成２７年度目標を下回る見込みである。 

・最終処分量は削減が進み、国の基本方針の目標である「平成１９年度比から２２％削減」を

達成している。現計画における平成２７年度目標の３５万トンに対し、平成２６年度実績は

３９万トンとなっている。 

平成２２年度から平成２６年度まで毎年３万トン減少しており、このまま取組みが続くと平

成２７年度は概ね目標である３５万トンに近いものになると考えている。 

 

２ 次期計画の目標と関連する目標 

（１）廃棄物処理法に基づく国の基本方針の平成３２年度目標 

 （廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基

本的な方針（案）） 

排出量   ：約１２％削減（平成２４年度比） 

   再生利用率 ：約２１％（平成２４年度）から約２７％に増加させる。 

   最終処分量 ：約１４％削減（平成２４年度比） 

   １人１日当たり生活系ごみ排出量（集団回収量、資源ごみ等を除く）：５００ｇ 

 

（２）大阪２１世紀の新環境総合計画の平成３２年度目標 

   再生利用率 ：倍増（２００８年度（１１．５％）比） 

 

 

資料２ 
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３ 現状のままで推移した場合の平成３２年度推計値 

（１）将来推計方法 

（ア）生活系ごみ 

○人口 

 ・「大阪府人口減少白書」（改訂版）の「地域別人口の推移」における平成２２→３７年の

地域別人口減少率を１年当たりに割戻して平成３２年度の各市の人口を推計し、合計し

て府の推計人口を算出した。 

○府民１人１日当たりの排出原単位 

 ・市町村別に平成２２→２６年度の排出量の推移から、平成３２年度における府民１人１

日当たりの排出原単位を算出した。  

○排出量 

 ・推計した人口と年間日数を乗じて各市における平成３２年度の排出量を推計した。 

 ・各市の推計結果を合計して、大阪府における排出量を推計した。 

 

（イ）事業系ごみ 

○従業者１人１日当たりの排出原単位 

・市町村別に平成２２→２６年度の排出量の推移から、平成３２年度における従業者１人

１日当たりの排出原単位を算出した。  

○従業者数 

・平成２１年及び２６年の経済センサスの従業者数から直線式を用いて、平成３２年度の

大阪府域における従業者数を推計した。次に、市町村別の従業者数を平成２１年の市町

村別比率を使用して算出した。 

○排出量 

・推計した従業者数と年間日数を乗じて各市における平成３２年度における排出量を推計

した。 

・各市の推計結果を合計して、大阪府における排出量を推計した。 

 

（ウ）資源化量 

・市町村別の直接資源化量、中間処理後再生利用量は、平成２６年度の排出量の内訳が変

わらないとして、推計した平成３２年度排出量（生活系ごみ＋事業系ごみ）より算出し

た。 

・市町村別の集団回収量は、生活系ごみ排出量と同様の方法で推計した。 

・直接資源化量、中間処理後再生利用量、集団回収量を合計して、各市における資源化量

を推計した。 

・各市の推計結果を合計して、大阪府における資源化量を推計した。 
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（エ）最終処分量 

・市町村別の直接処分量、焼却灰の量、焼却施設以外残渣量は、平成２６年度の排出量の

内訳がそのまま変わらないとして、推計した平成３２年度排出量（生活系ごみ＋事業系

ごみ）より算出した。 

・直接処分量、焼却灰の量、焼却施設以外残渣量を合計して、各市における最終処分量を

推計した。 

・各市の推計結果を合計して、大阪府における最終処分量を推計した。 

 

（２）現状のままで推移した場合の平成３２年度推計値 

・推計値を表２－１に示す。 

  

表 2-1 平成２６年度の実績値と現状のままで推移した場合の平成３２年度推計値 

                                  （単位：千トン/年） 

 平成 26年度実績（速報） 平成 32年度（推計） 

排出量 ３，１８３  ２，８５７ 

 生活系  １，８９４  １，７２８ 

事業系  １，２８９  １，１２９ 

１人１日当たり 

生活系排出量 
４５１g/日・人 ４２３g/日・人 

再生利用量    ４３９    ３９０ 

再生利用率  １３．８％  １３．６％ 

最終処分量    ３９１    ３３９ 

 

４ 対策を見込んだ場合の平成３２年度試算値 

（１）対策の内容 

一般廃棄物の排出量のうち、生活系ごみについては、排出抑制等の取組みにより、府民１人

１日当たりの排出量は平成２５年度で５２９gであり、全国平均と比べて９４g少ない。しか

し、府内市町村における生活系ごみのごみ質調査によると、表２－２に示すとおり、混合／

可燃ごみに、食品ロスを含む厨芥類や紙製容器包装といった資源化可能な紙類が混入してお

り、対策の余地がある。 

一方、事業系ごみの排出量は、併せ産廃の搬入禁止や展開検査の強化等により削減が進んだ

ものの、府民１人 1日当たりの排出量は平成２５年度で４１８gであり、全国平均と比べて２

８０g多い。また、府内市町村における事業系ごみのごみ質調査によると、表２－３に示すと

おり産業廃棄物であるプラスチック類や、資源化可能な紙類が混入しており、対策の余地が

ある。 
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表 2-2 府内市町村の生活系ごみ質調査結果における混入割合（重量比） 

                               （単位：％） 

 大阪市 堺市 高槻市 吹田市 平均 

厨芥類 36.2 41.0 36.1 22.2 33.9 

 手つかず食品  5.8 4.3 4.5 - 4.9 

紙ごみ 32.3 32.8 25.8 33.6 31.1 

 資源化可能な紙類 14.9 16.9 13.5 9.6 13.7 

プラ製容器包装（分別収集実施） 

(分別収集未実施) 

7.1 

- 

5.9 

- 

- 

15.5 

- 

11.3 

6.5 

13.4 

 

 

表 2-3 府内市町村の事業系ごみ質調査結果における混入割合（重量比） 

（単位：％） 

 大阪市 高槻市 豊中市 吹田市 平均 

プラスチック 14.8 14.3 14.3 21.4 16.2 

資源化可能な紙類 26.1 23.4 13.5 12.8 19.0 

 

（ア）生活系ごみの削減 

・手つかず食品の排出量を削減する。 

・資源化可能な紙ごみの混入を削減する。 

・プラスチック製容器包装の混入を削減する。（プラスチック製容器包装分別収集を行っ

ている市町村のみ） 

（イ）事業系ごみの削減 

・産業廃棄物（プラスチック）の混入を削減する。 

・資源化可能な紙ごみの混入を削減する。 

 

（２）対策を見込んだ場合の平成３２年度試算値 

・試算にあたっては、表２－２の府内市町村における生活系ごみ質調査結果及び表２－３の

事業系ごみ質調査結果を用い、見込んだ対策がそれぞれ混入割合の平均値で１５％、３０％、

４５％及び６０％削減されるとして試算した。 

    排出量  ＝（単純推計排出量）－（手つかず食品削減量） 

          －（事業系プラスチック削減量）－（事業系紙ごみ削減量） 

    再生利用量＝（単純推計再生利用量）＋（生活系紙ごみ分別増加量） 

          ＋（プラスチック製容器包装分別増加量） 

・試算値を表２－４に示す。 
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表 2-4 対策を見込んだ場合の平成３２年度試算値 

（単位：千トン/年） 

 15％削減 

（排出量ベース） 

30％削減 

（排出量ベース） 

45％削減 

（排出量ベース） 

60％削減 

（排出量ベース） 

排出量 ２，７８４ 

（▲１８％） 

２，７１２ 

（▲２０％） 

２，６４０ 

（▲２２％） 

 ２，５６８ 

（▲２５％） 

 生活系 １，７１５ １，７０２  １，６９０  １，６７７ 

事業系 １，０６９ １，０１０    ９５０    ８９１ 

１人１日当たり 

生活系排出量 
４０３g/日・人 ３８４g/日・人 ３６５g/日・人 ３４５g/日・人 

再生利用量 ４３９ ４８８    ５３７    ５８６ 

 紙ごみ ３６ ７１ １０７ １４２ 

 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ １４ ２７ ４１ ５４ 

中間処理による

減量 
２，０２４ １，９１９ １，８１４ １，７０９ 

最終処分量 ３２１ 

（▲３１％） 

３０５ 

（▲３５％） 

   ２８９ 

（▲３８％） 

   ２７３ 

（▲４２％） 

再生利用率 １５．８％ １８．０％  ２０．３％  ２２．８％ 

備考 排出量、１人１日

当たり生活系排

出量、最終処分量

を国の基本方針

の目標より削減 

排出量、１人１日

当たり生活系排出

量、最終処分量を

国の基本方針の目

標よりさらに削減 

再生利用率が 

全国平均 

再生利用率が新環

境総合計画目標値 

※（    ）内は、平成 24年度比に対する増減の割合である。 

 

 

（参考）平成２４年度実績値と国の基本方針との関係 

 

表 2-5 平成２４年度実績値と国の基本方針の関係 

区分 平成２４年度実績 国の基本方針（考え方） 

排出量 ３，４０６千ｔ 
２，９９７千ｔ 

（平成２４年度比１２％減） 
１人１日当たり 

生活系排出量 
４８５ｇ／日・人 ５００ｇ／日・人 

再生利用率 １２．２％ ２７％ 

最終処分量 ４６８千ｔ 
４０２千ｔ 

（平成２４年度比１４％減） 
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（参考）一般廃棄物の再生利用率の算出方法について 

 
 
 府の再生利用率（平成２６年度実績（速報））：１３．８４％ 
再生利用量４４万トン／総排出量３１８万トン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・製造事業者等による排出抑制の取組み（紙や缶の軽量化など）が進めば進むほど、再生利用量

が減少する。市町村が関与しない部分は再生利用量に計上されない。 

 

  再生利用量が１万トン減少した場合の再生利用率 １３．５６％ 

   （再生利用量４３万トン／総排出量３１７万トン） 

  平成２６年度の再生利用率１３．８４％に対し、約０．３％下がる 

 
  

生活系ごみ排出量１８９万トン 事業系ごみ排出量１２９万トン 

再生利用量４４万トン 
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＜産業廃棄物＞ 

 

１ 現計画の目標達成状況について 

・排出量は目標を達成している。建設業等における排出抑制の取組みの進展や、経済活動の変動

が主な要因と考えられる。 

・再生利用量は目標を下回った。ほぼ全量が再生利用されるコンクリート塊の排出量が減少した

ことが主な要因と考えられる。 

・再生利用率は平成２２年度実績の３１．５％から平成２６年度実績は３１．８％と上昇したも

のの、平成２７年度目標の３５％を下回った。想定よりも建設汚泥が水分を多く含んで発生し

たことにより建設汚泥の再生利用率が低下した。また、水分がほとんどを占めるため再生利用

率が低い下水汚泥の排出量が増加したことに加え、再生利用率が高いコンクリート塊の排出量

が減少したことが主な要因と考えられる。 

・再生利用率について、大阪府の排出量は水分が多い汚泥の割合が高く、再生利用率が高い動物

のふん尿の割合が小さいこと等、全国とは廃棄物の構成、産業構造等が異なり、全国平均より

も低い。 

・最終処分量は目標を達成している。上水汚泥を園芸用土の原料に再生利用する取組みや、紙・

パルプ製造業での汚泥を再生利用する取組みが進展したことが主な要因と考えられる。 

 

２ 次期計画の目標と関連する目標 

（１）廃棄物処理法に基づく国の基本方針の平成３２年度目標 

  （廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための

基本的な方針(案)） 

・排出量        ：約３％増（平成２４年度比）に抑制する。 

   ・再生利用率      ：約５５％（平成２４年度）から約５６％に増加させる。 

   ・最終処分量      ：約１％削減（平成２４年度比） 

 

（２）大阪２１世紀の新環境総合計画の平成３２年度目標 

   ・最終処分量      ：４８万ｔ 

 

３ 現状のままで推移した場合の平成３２年度推計値 

（１）将来推計方法 

（ア）排出量 

・平成３２年度における産業廃棄物の排出量は、平成２６年度産業廃棄物処理実態調査か

ら得られた業種別・種類別の排出原単位に、平成３２年度における活動量指標値（推計

値）を乗じて算出した。 

・また、上水道業、下水道業は、各事業者における計画量とした。 

・平成３２年度における活動量指標値は、表２－６のとおり、その近年の推移を踏まえて

設定した。  
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表 2-6 将来予測に用いた活動量指標値及びその伸び率 

業  種 活動量指標 伸び率※ 

建設業 元請完成工事高 1.02（年率 0.4％） 

製造業 製造品出荷額等 
製造業全体として 1.02（年率 0.4%） 

※産業中分類別に設定 

その他   

（鉱業、情報通信業、運輸・

郵便業、卸・小売業、飲食・

宿泊業、生活関連･娯楽業、

教育・学習業、医療・福祉

業、他に分類されないサー

ビス業） 

従業者数 

（ただし、病院に

ついては病床数） 

産業中分類（業種によっては小分類）ごとに設定 

（ ・鉱業 0.99（年率 -0.2％） 

  ・通信業 1.02（年率 0.4％） 

  ・生活関連業 0.94（年率 -1.2％） 

  ・宿泊業 1.04（年率 +0.8％） 

  ・病院 0.99（年率 -0.2％） 

  ・その他の業種 0.71％～1.30% ） 

※伸び率 平成 32年度推計値／平成 26年度速報値 

 

（イ）再生利用量、減量化量、最終処分量 

・産業廃棄物の処理方法や中間処理における残さ率等については、平成２６年度産業廃棄

物処理実態調査の値を用いて再生利用量や最終処分量等を推計した。 
 

（２）現状のままで推移した場合の平成３２年度推計値 

・推計値を表２－７に示す。 

表 2-7 平成２６年度の実績値と現状のままで推移した場合の将来推計値 

 平成２６年度（速報） 平成３２年度（推計） 

排出量 １，５１８万ｔ 

 

１，５３１万ｔ 

（＋0.9％） 

再生利用量 ４８２万ｔ 

 

４９１万ｔ 

（＋1.9％） 

再生利用率 ３１．８ ％ 

 

３２．１ ％ 

（＋0.3％） 

中間処理による減量化量 ９９８万ｔ 

 

１，００２万ｔ 

（＋0.4％） 

最終処分量 ３８．１万ｔ 

 

３８．４万ｔ 

（＋0.8％） 

（   ）内は、平成 26年度に対する増減の割合である。 
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４ 対策等を見込んだ場合の平成３２年度試算値 

 

（１）対策等の内容 

（ア）建設混合廃棄物の発生を抑制し、建設廃棄物の再生利用を促進 

・工事現場における分別を徹底し、混合廃棄物の発生を抑制する。 

・建設業から排出される廃棄物の総量に占める混合廃棄物の割合（建設混合廃棄物排出率）

を、平成３０年度を目標年度とした建設リサイクル推進計画（国土交通省）における混合

廃棄物排出率の目標値（３．５％）として推計した。 

・大阪府における建設混合廃棄物排出率（Ｈ２６実績（速報））は約６．０％である。 

 

表 2-8 建設混合廃棄物排出率を３．５％とした際の再生利用量等の増減量 

 

再生利用増加量 減量化増加量 最終処分減少量 

１．６万ｔ ０．２万ｔ ▲１．８万ｔ 
  

（イ）事業系一般廃棄物の混入削減量を加算 

・府内市町村における事業系一般廃棄物の組成分析結果の事例で、産業廃棄物の混入率が約

１６％見られている。 

・プラスチック類の一般廃棄物への混入を削減することにより、１５～６０％が産業廃棄物

として排出されることから、この排出量等を見込む必要がある。 

 

表 2-9 事業系一般廃棄物の混入削減による排出量等の増加量 

 
１５％を産業廃

棄物として排出 
３０％を産業廃

棄物として排出 
４５％を産業廃

棄物として排出 
６０％を産業廃

棄物として排出 
排出増加量 ２．８万ｔ ５．５万ｔ ８．２万ｔ １１．０万ｔ 

再生利用増加量 １．９万ｔ ３．８万ｔ ５．７万ｔ  ７．６万ｔ 

中間処理による 

減量化増加量 
０．７万ｔ １．４万ｔ ２．１万ｔ  ２．８万ｔ 

最終処分増加量 ０．２万ｔ ０．３万ｔ ０．５万ｔ  ０．６万ｔ 
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（２）対策を見込んだ場合の試算値 

表 2-10 対策を見込んだ場合の試算値 

区 分 

現計画 H32推計 

備考 現計画 

目標(H27) 

H26実績 

（速報） 
単純将来 

対策を見込んだ

場合の試算値※１ 

排出量 
1,565万ｔ 

 

1,518万ｔ 

 

1,531万ｔ 

（＋0.9％） 

1,537万 t 

（＋1.3％） 
国の基本方針より削減 

再生利用量 
551万ｔ 

 

482万ｔ 

 

491万ｔ 

（＋1.9％） 

496万ｔ 

（＋2.9％） 
－ 

再生利用率 
35 ％ 

 

31.8 ％ 

 

32.1 ％ 

(＋0.3％) 

32.3 ％ 

（＋0.5％） 
国の基本方針を下回る 

中間処理に 

よる減量化量 

965万ｔ 

 

998万ｔ 

 

1,002万ｔ 

（＋0.4％） 

1,004万ｔ 

（＋0.6％） 
－ 

最終処分量 
49万ｔ 

 

38.1万ｔ 

 

38.4万ｔ 

（＋0.8％） 

36.9万ｔ 

（▲3.1％） 

国の基本方針、 

環境総合計画より削減 

（   ）内は、平成 26年度に対する増減の割合である。 

※1 府内市町村における事業系一般廃棄物の組成分析結果の事例で、産業廃棄物の混入率が約 16％見られてお

り、その 30％が産業廃棄物として排出されるケースで推計 

 

 

 

（参考） 

・平成２６年度実績値と国の基本方針の関係 

表 2-11 平成２６年度実績と国の基本方針の関係 

区分 Ｈ２６実績 国の基本方針（考え方） 

排出量 １，５１８万ｔ １，５６４万ｔ 

（平成２４年度比３％増） 
再生利用率 ３１．８％ ３２．８％ 

（平成２４年度から１％増） 
最終処分量 ３８．１万ｔ ３７．７万ｔ 

（平成２４年度比１％減) 
 

・大阪２１世紀の新環境総合計画と平成３２年度の試算値との関係 

表 2-12 平成２６年度実績と平成３２年度試算値の関係 

区分 Ｈ２６実績 環境総合計画の目標値 対策を見込んだ場合の試算値 

最終処分量 ３８万ｔ ４８万ｔ ３６．９万ｔ 
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7%
(75万t)

98% 98%92%
(956万t)

0% 0%
1%(10万t) 2% 2%
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が
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く
ず

がれき類

51%
(247万t)

金属くず

9%(41万t)

その他

25%
(120万t)

がれき類

16.6%
(252万t)

金属くず

2.7%
(42万t)

混合廃棄物

1.9％
(28万t)

その他

10.2％
(155万t)

（参考）産業廃棄物の再生利用率について 

 

１ 再生利用率の算出式と内訳 

 

 
 
 
 
 図 2-1排出量(1,518万 t)の内訳           図 2-2再生利用量(482万 t)の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-3 産業廃棄物の種類別の処理状況（大阪府・平成２６年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．大阪府の地域特性 

・大阪府の産業廃棄物の約７割は汚泥である。汚泥の大半は水分である。 
 また、水分は脱水処理されるが、この脱水した水分は再生利用できない。 
・全国と大阪府を比較すると、産業廃棄物排出量の種類別の構成比は大きく異なり、再生利用

しやすい「動物のふん尿」や「がれき類」が排出量に占める割合は、大阪府の方が低い。 
 

 
   再生利用率（平成２６年度 府実績（速報）：31.8％）＝ 

再生利用量(482万 t) 

排出量(1,518万 t) 

汚泥 68.6％(1,041万 t) 
(内 下水汚泥 73％(753万 t) 
   製造業汚泥 11％(112万 t) 
    上水道汚泥 8％(86万 t) 
    建設汚泥 8％(85万 t)   ) 

汚泥 15％(74万 t)  
(内建設汚泥 60％) 

再生利用 減量化 最終処分  
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18%
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（参考）全国平均の産業廃棄物の排出実態 
 
 図 2-4排出量(37,914万 t)の内訳         図 2-5再生利用量(20,757万 t)の内訳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      図 2-6  産業廃棄物の種類別の処理状況（全国・平成 24年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

再生利用 減量化 最終処分  

汚泥 43%
(16,464万t)
(内下水汚泥

46%)

動物のふん尿

23%
(8,543万t)

がれき類 16%
(5,889万t)

鉱さい 4%
(1,640万t)

その他

14%(5,378万t)


